
予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ29年度～Ｈ30年度】

- - -

市長公約 -

事業分類 Ｃ　義務的事業

総合戦略

- - - -

- - - -

-

根拠法令等消防組織法

事業実施コスト

63,216千円
予算事業名

総人件費 103,121千円 114,307千円

消防指令業務に要する経費 総事業コスト 151,630千円 167,830千円 127,391千円

要
す
る
経
費
全
体

H28年度決算 H29年度決算 H30年度当初 H31年度当初

総事業費 48,509千円 53,523千円 64,175千円 0千円

消防本部 消防指令課
指令１係、指令２係、指令３
係

01 09 01 01 14

-

事務事業名 01 消防指令業務
指標名

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

0千円

H31年度当初

事業費（Ａ） 0千円 9,559千円

改
善
目
標

9,665千円

H28年度決算

Ｈ29年度 Ｈ30年度

実績

指標種別 -

指標の概要

-

戦略プラン
- - - -

- - - - - - - -

個別計画 -

従事
割合

13.00人

-
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

- - - - - --

0千円

0千円 0千円

0千円 0千円

-

事
業
計
画

・迅速・的確な指令業務と消防救急車両の運用業務を
行う。
・１１９番受付時に口頭指導を充実させるため、課員の
プロトコル研修会を実施する。
・関係機関と相互の情報共有をし、災害発生時の初動
の迅速化を図る。
・地理・建物調査の回数を増やし、情報のデータ化を実
施して、１１９番入電から指令までの時間短縮を図る。

事
業
計
画

・多言語コールサービスの導入（新規）
・迅速・的確な指令業務と消防救急車両の運用業務を行う。
・関係機関と相互の情報共有をし、災害発生時の初動の迅速
化を図る。
・地理・建物調査の回数を増やし、情報のデータ化を実施し
て、119番入電から出場指令までの時間短縮を図る。
※多言語コールサービスとは、外国人からの119番通報時及
び外国人のいる救急現場での活動等において、電話通訳セン
ターを介して、主要な言語において365日24時間、迅速かつ的
確に対応できるサービスです。

活
動
実
績

・１１９番通報12,057件の指令管制業務を実施した。
・通信指令員再教育研修会に参加した救急救命士によ
る口頭指導勉強会を3月に実施した。
・関係機関との情報共有により、有効な初動体制が図れ
た。（通年）
・TX沿線の建物調査を7月～9月に13回実施した。（建物
調査により739件の対象物の把握・データ整備）

地理・建物調査は、計画を立て実施回数を増やす。

改
善
目
標

地理・建物調査の実施時間を効率良く短縮し、調査回数
を減らすことなく、計画的に実施して情報データを増や
し、位置特定の正確性を向上させる。

県支出金 0千円

効率性 -

総合評価 -

臨時職員等 無

Ｈ
31
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

0千円 0千円国庫支出金

その他特財 0千円 48千円

0千円

地方債 0千円 0千円 0千円

事業実施
コスト

その他の指標

13.50人 13.00人

106,009千円 19,520千円
事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

-

95,768千円

H29年度決算 H30年度当初

内
訳

成
果

・指令管制業務が適正に行われた。
・口頭指導勉強会の実施により課員のプロトコルの再認
識ができた。
・関係機関と連絡を密にし、有効な災害対応となった。
・開発地域の状況を指令データとして、即時に反映でき
た。

上
半
期
成
果

-

200.00時間 200.00時間 200.00時間

上
半
期
活
動
実
績

-
一般財源 0千円 9,511千円

9,713千円 0千円

48千円 0千円

無 無

95,768千円

96,450千円 9,807千円

時間外
勤務

人件費（Ｂ）

内
訳

正
職
員

Ｈ31年度
の方向性

- 理由

有効性

-

事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

-

課
題

開発地域の建物調査は毎月３回、計24回を予定してい
たが、指令管制業務と並行して実施しているため、時間
確保が必要である。

課
題

中：適切な成果が得られている

中：適切な費用対効果が得られている

Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施

評
価

-有効性

事
業
の
目
的

火災又は地震等の災害が発生した際に、その種
別、態様に応じて消防車両を選定して運用し、市
民の生命・身体及び財産の被害の軽減を図る。

事
業
の
概
要

・１１９番通報を受けて、火災、救急等の災害現場
に必要な消防車両を出場させる。
・救急車の要請時には、通報者に対して口頭指
導（人工呼吸・心臓マッサージ・止血等）を行い救
急隊が到着までの応急処置を指導する。
・関係機関相互の連携を図るため、関連する機関
に対して情報の提供を行い、情報の共有をする。

-

評
価

効率性

総合評価

執行体制 職員のみ

ISO
14001

H29
環境
関連
性

H30
環境
関連
性

-

- -

-

- -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ29年度～Ｈ30年度】 要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H28年度決算 H29年度決算 H30年度当初 H31年度当初

総事業費 48,509千円 53,523千円 64,175千円 0千円

総人件費 103,121千円 114,307千円 63,216千円

総事業コスト 151,630千円 167,830千円 127,391千円消防本部 消防指令課 指令１係 01 09 01 01 14 消防指令業務に要する経費

部等名 課等名 係等名 会計 款 項 目 事業 予算事業名

事務事業名 02 防災通信システムの運営管理事業
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン
- - - - - - - - - - -

- - - - 実績 - - - - -

H29年度決算

0千円

その他の指標 -
総合戦略

- - - -
Ｈ29年度 Ｈ30年度

改
善
目
標

高機能消防指令センターに障害が発生した場合の課員
の対応力の向上を図る。

改
善
目
標

高機能消防指令センターの適正な運用を図るため、既
存データベース見直し項目を調整し、更に新規データを
導入する。

- - - -

- - - -

H30年度当初 H31年度当初

個別計画 -
事業費（Ａ） 10,931千円 19,268千円 21,797千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等 -
県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円

市長公約 -

事
業
計
画

・保守点検の専門事業者による高機能消防指令セン
ターの保守点検事業を行う。点検内容は、精密点検と通
常点検。
・課員による既存データ（目標物・水利情報・単身高齢者
情報等）約90,000件の見直し。
・危機管理マニュアルを作成し、マニュアルに基づいた
訓練を実施する。

事
業
計
画

・消防指令装置電柱マップ導入（新規）
・保守点検の専門事業者による高機能消防指令セン
ターの精密・通常点検実施
・高機能指令センター部分更新の計画
・既存データ（目標物・水利情報・単身高齢者情報）の見
直し、及び公衆電話の調査・データ更新
・１１９番迂回訓練実施、危機管理マニュアル見直し
※消防指令装置電柱マップとは、災害現場付近に主た
る目標物がない場合など、電柱の番号から、座標・位置
を特定し、いち早く現場特定ができるもの。

事業実施
コスト

H28年度決算

0千円 0千円

活
動
実
績

・指令装置の保守契約の計画に基づく精密点検・通常
点検を実施した。
・目標物・住民情報等の既存90,000件の見直し、及び新
規793件のデータベースを反映させた。
・つくば市消防本部緊急通報１１９番回線を迂回する措
置要領に基づき、１１９番迂回訓練を11月に実施した。

上
半
期
活
動
実
績

-

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

執行体制 一部委託

事
業
の
目
的

常に高機能消防指令センターのハード面、ソフト
面の機能を適正に維持し、１１９番通報に対し、適
切かつ迅速に応対し市民の安全・安心に寄与す
ること。

一般財源 10,931千円 19,268千円 21,797千円 0千円

人件費（Ｂ） 0千円

無

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

10,931千円 27,848千円

8,580千円 20,707千円

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.00人 1.20人 1.20人

時間外
勤務

0.00時間 200.00時間 20.00時間

無

42,504千円

Ｈ
31
年
度
当
初
積
算
根
拠

-課
題
データベースの見直しには長時間を要するため、作業
時間の確保が必要である。

課
題
-

ISO
14001

H29
環境
関連
性

- - -

-
事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

-

評
価

有効性

成
果

・指令装置の保守点検により、機器の適正運用が図れ
た。
・データベースの見直しにより、指令管制業務による現
場特定に有効となった。
・１１９番回線の迂回訓練により、課員の危機管理能力
が向上した。

上
半
期
成
果

-
事
業
の
概
要

・高機能消防指令センター装置の機能を適正に
維持し円滑な運用を図るため、定期点検整備及
び不具合発生時の緊急対応を専門の外部業者
に委託するもの。
・課員により高機能消防指令センター装置へ消防
隊等が出場する際の目標物、水利情報及び高齢
者情報等のデータの入力、更新作業等のデータ
の入力を実施するもの。

臨時職員等 無

中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

Ｈ31年度
の方向性

- 理由 -
H30
環境
関連
性

- -

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ29年度～Ｈ30年度】 要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H28年度決算 H29年度決算 H30年度当初 H31年度当初

総事業費 48,509千円 53,523千円 64,175千円 0千円

総人件費 103,121千円 114,307千円 63,216千円

総事業コスト 151,630千円 167,830千円 127,391千円消防本部 消防指令課 指令２係 01 09 01 01 14 消防指令業務に要する経費

部等名 課等名 係等名 会計 款 項 目 事業 予算事業名

事務事業名 03
消防救急デジタル無線の共同運用及
び通信施設・機器等の管理運用事業

指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン
- - - - - - - - - - -

- - - - 実績 - - - - -

H29年度決算

0千円

その他の指標 -
総合戦略

- - - -
Ｈ29年度 Ｈ30年度

改
善
目
標

-

改
善
目
標

-
- - - -

- - - -

H30年度当初 H31年度当初

個別計画 -
事業費（Ａ） 37,377千円 24,696千円 29,749千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等電波法
県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円

市長公約 -

事
業
計
画

・消防救急デジタル無線の共同管理運用事業で、いば
らき消防指令センターに設置された無線設備のうち，無
線基地局（つくば市役所，北消防署に設置）、車載無線
機（41台）、遠隔制御器(１台)の保守管理を共同で行う。
・署活系無線機20台（56台を本年度リース予定）、携帯
無線機41台及び卓上固定無線装置９台は当本部で保
守管理を行う。

事
業
計
画

・消防救急デジタル無線の共同管理運用事業及び機器
等の配備計画事業を行う。
・いばらき消防指令センターに設置された無線設備のう
ち、無線基地局（つくば市役所、北消防署に設置）、遠隔
制御器(１台)の保守管理を共同で行う。また、車載無線
機41台、署活系無線機76台、携帯無線機41台及び卓上
固定無線装置９台は当本部で保守管理を行う。

事業実施
コスト

H28年度決算

0千円 0千円

活
動
実
績

「無線基地局（つくば市役所・北消防署）について」
　・毎月1回指令課員が点検を実施した。
　・いばらき消防指令センターで通年遠隔監視実施。
「携帯無線機，車載無線機，署活動系携帯無線機，卓
上型固定移動局無線機について」
　・つくば市消防本部無線局管理規定（毎月点検）に基
づき各署々の無線取扱責任者が毎月１回点検を実施し
た。
　・署活動系携帯無線機を７月から新たに５６台各署々
に配備した。

上
半
期
活
動
実
績

-

事業分類 Ｃ　義務的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

執行体制 一部委託

事
業
の
目
的

・電波法の改正により、平成28年５月に消防救急
無線が全国一斉にデジタル化されたことに伴い、
県内消防本部が共同で整備・運営する事業に参
加し、情報の共有化と経費節減を図る。
・通信施設・機器等の保守点検の業務委託を行
う。

一般財源 37,377千円 24,696千円 29,749千円 0千円

人件費（Ｂ） 7,353千円

無

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

44,730千円 31,829千円

7,133千円 29,775千円

内
訳

正
職
員

従事
割合

1.00人 1.00人 1.00人

時間外
勤務

10.00時間 10.00時間 10.00時間

無

59,524千円

Ｈ
31
年
度
当
初
積
算
根
拠

-課
題
-

課
題
-

ISO
14001

H29
環境
関連
性

- - -

-
事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

-

評
価

有効性

成
果

定期的に消防用無線機器等の維持管理を適正に行な
い、通信指令業務の迅速・円滑な通信を確保し、安全確
実な消防活動の遂行を図ることができた。

上
半
期
成
果

-
事
業
の
概
要

平成28年６月から消防救急無線がデジタル方式
に移行したことにより、消防の広域化・共同運用
への対応や整備・運営経費の削減を図るため、
消防救急無線のデジタル化及び消防指令業務に
係る共同整備・運用事業である。

臨時職員等 無

中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

Ｈ31年度
の方向性

- 理由 -
H30
環境
関連
性

- -

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ29年度～Ｈ30年度】 要
す
る
経
費
全
体

事業実施コスト H28年度決算 H29年度決算 H30年度当初 H31年度当初

総事業費 48,509千円 53,523千円 64,175千円 0千円

総人件費 103,121千円 114,307千円 63,216千円

総事業コスト 151,630千円 167,830千円 127,391千円消防本部 消防指令課 指令３係 01 09 01 01 14 消防指令業務に要する経費

部等名 課等名 係等名 会計 款 項 目 事業 予算事業名

事務事業名 04 通信技術の研究及び広報指導事業
指標名 - 指標種別 -

指標の概要 -
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

戦略プラン
- - - - - - - - - - -

- - - - 実績 - - - - -

H29年度決算

0千円

その他の指標 -
総合戦略

- - - -
Ｈ29年度 Ｈ30年度

改
善
目
標

119番通報の普及啓発活動に使用するパンフレット類の
作成

改
善
目
標

地域住民等の119番通報時の適正な通報要領や携帯電
話119番通報でのGPS活用等をPRする手段や方法を考
察する。

- - - -

- - - -

H30年度当初 H31年度当初

個別計画 -
事業費（Ａ） 201千円 0千円 2,916千円 0千円

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

根拠法令等 -
県支出金 0千円 0千円 0千円 0千円

地方債 0千円

市長公約 -

事
業
計
画

・高機能消防指令センターの見学者等に対して、パンフ
レット「１１９番通報要領」「見学のしおり」「消防車両の
ペーパークラフト」の配布をとおし、１１９番の適正利用
及び適切な通報等を促すための広報を行う。
・大型商業施設等での消防フェア開催時にパンフレット
の配布を行う。

事
業
計
画

・緊急通報システムＮＥＴ119導入（新規）
・１１９番の適正な通報要領等を、イベント・庁舎見学に
おいてパンフレット等で広報する。
※緊急通報システムＮＥＴ119とは、聴覚や言語の発声
に障害のある方が、スマートフォン・携帯電話のインター
ネット回線を利用して、簡単な操作で素早く119番通報す
ることができるシステムです。

事業実施
コスト

H28年度決算

0千円 0千円

活
動
実
績

・小学生の見学（約2,000人）では，１１９番通報の重要
性，メール通報等の説明をした。（いたずら通報が火災
の消火や人命救助等の障害になることの説明）
・くきざき夢まつりのイベント（11月）に課員も参加し、119
番通報時の注意点などをPRした。（来場者500人）
PR活動全般で、消防指令業務の理解を得ると共に将来
の職業の選択肢になれるように「見学のしおり」及び「消
防車ペーパークラフト」を合計約２,５００組配布した。

上
半
期
活
動
実
績

-

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

執行体制 職員のみ

事
業
の
目
的

「１１９番の日」の制定により、地域住民等と消防
との意思疎通及び消防に対する理解と認識の浸
透を図るため。

一般財源 201千円 0千円 2,916千円 0千円

人件費（Ｂ） 0千円

無

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

201千円 2,144千円

2,144千円 2,927千円

内
訳

正
職
員

従事
割合

0.00人 0.30人 0.80人

時間外
勤務

0.00時間 4.00時間 4.00時間

無

5,843千円

Ｈ
31
年
度
当
初
積
算
根
拠

-課
題

119番通報時の適正な通報要領や携帯電話119番通報
でのGPS活用等をPRする手段や方法を考えていく必要
がある。

課
題
-

ISO
14001

H29
環境
関連
性

- - -

-
事業の
進捗状況

達成
改善目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
改善目標の
進捗状況

-

評
価

有効性

成
果

119番通報要領等を記載したパンフレット及びPR用品を
配布し、併せて119番通報要領の説明を加えたことで、
一部の方々には適正な通報が浸透したと思われます。

上
半
期
成
果

-
事
業
の
概
要

１１９番の通報要領等を記載したパンフレット及び
ＰＲ用品を作成し、イベント開催時及び消防庁舎
の見学来庁時に来訪者に対して配布すると共
に、テレフォンサービス等による情報の提供をす
る。

臨時職員等 無

中：適切な成果が得られている

評
価

有効性 -

Ｈ31年度
の方向性

- 理由 -
H30
環境
関連
性

- -

-
効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価 -


